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その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
北陸地方整備局の再評価及び対応方針（原案）は妥当。
＜都道府県の意見・反映内容＞
地域の安全確保等のため、事業を継続する必要がある。

※費用対効果分析に係る項目はH24評価時点

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・新技術を活用するなど、工事におけるコスト縮減や環境負荷低減を図っていく。
・設計から工事に係る各段階において、コスト縮減につながる代替案の可能性の視点にたって事業を進めていく。

対応方針 継続

対応方針
理由

・阿賀野川の河川改修は整備途上であり、近年では平成２３年７月の梅雨前線により浸水被害が発生しており、安全・安心な川づくりについて、地
域から早期完成が求められている。
・阿賀野川の想定氾濫区域内には、約61万人（新潟県）の人口が集まり、しかも資産の集中する新潟市等の主要都市や磐越自動車道、国道49
号等が含まれており、ひとたび氾濫すれば甚大な被害に及ぶ。これら人命、資産を洪水被害から防御する阿賀野川直轄河川改修事業は沿川の
地域発展の基盤となる根幹的社会資本整備事業である。
・事業を実施することにより、洪水はん濫に対する安全度の向上が期待でき、事業の費用対効果も十分に見込める。

社会経済
情勢等の
変化

・浸水想定区域内にかかる市町村の人口は横ばい傾向、世帯数は増加傾向である。
・阿賀野川流域には、国際空港・港湾や新幹線・高速道路など広域交通体系の結節点としての拠点性、地域的優位性をあわせ持ち、また日本海
側最大の人口を擁する政令指定都市新潟市や阿賀野市、五泉市などを有する。
・阿賀野川流域全体が新潟米や果物、魚介類などの農産物、水産品の生産が盛んであり、これを利用した日本酒や米菓といった加工食品の生
産も盛んである。
・新潟市は平成17年の市町村合併により、平成19年4月に本州日本海側で最初の政令指定都市となり、平成26年に農業・雇用分野で国家戦略特
別区域に指定されるなど、今後一層の発展が期待できる地域である。新・新潟市総合計画に沿ってまちづくりを進めているほか、国家戦略特区と
しても、農業の６次産業化や農産物の輸出促進に向けた政策を行っている。

事業の進
捗状況

・阿賀野川では、三大水衝部（灰塚、横越、中新田）が形成され、灰塚地区と横越地区は対策工を概成、中新田地区は暫定的に対策済み。
・早出川では、捷水路開削を実施し、平成12年3月に完成。
・無堤部の小松・馬下地区で堤防の高さ・幅を満たすよう築堤を実施している。
・河積が不足している中新田・笹堀地区では、河道掘削を実施している。
・平成26年度末時点の計画断面堤防の整備率は87％。

事業の進
捗の見込
み

・阿賀野川の直轄管理区間において、これまで河道断面不足の解消に向けて堤防拡幅や河道掘削等により整備進捗を図ってきているが、未だ
治水上対応しなければならない箇所がある。
・治水事業の進捗に対する地元からの強い要望もあることから、今後も引き続き計画的に事業の進捗を図ることとしている。

14.5 14.9 14.5

事業の効
果等

・堤防拡幅、河道掘削等により阿賀川および只見川で安全に流下できる洪水と同じ規模の洪水を安全に流下させることで、床下浸水世帯2,853
戸、床上浸水世帯7,301戸、浸水面積63km 2を解消する。

感度分析
※

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 13.5 16.1 13.5 16.1
残工期（+10%～-10%） 14.9
資産（-10%～+10%） 13.2 16.1 13.2 16.1

　　　当面の段階的な整備（H25～H30）:B/C =28.0

B/C 14.7

C :総費用(億円) 139 B/C 14.7 B-C 1,897

残事業の
投資効率
性※

B:総便益
(億円) 2,036 C :総費用(億円) 139

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・阿賀野川は低平な地形条件と氾濫域の資産の増大から氾濫時の被害が甚大になることが想定される。
・昭和22年、33年、53年、56年、平成16年などに大きな洪水が発生し甚大な被害に見舞われた。
・平成23年に既往最大流量を記録する洪水が発生し、阿賀野川では渡場床固上流など一部区間で計画高水位（H.W .L）を超過し、無堤部（小松地
区）では浸水被害が発生するなど、多くの被害が発生した。

＜達成すべき目標＞
・洪水による災害発生の防止及び軽減に関する目標は、過去の水害の発生状況、市街地の状況、これまでの堤防の整備状況等を総合的に勘案
し、阿賀野川水系河川整備基本方針で定めた目標に向けて、上下流の治水安全度のバランスを確保しつつ段階的かつ着実に整備を進め、洪水
による安全性の向上を図る。
・阿賀野川では、阿賀川および只見川で安全に流下できる洪水と同じ規模の洪水（馬下地点：11,200m 3/s）を安全に流下させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠※

年平均浸水軽減戸数：219戸
年平均浸水軽減面積：231ha

事業全体
の投資効
率性※

基準年度 平成２４年度

B:総便益
(億円) 2,036 EIRR

（％） 86.6

事業期間 平成25年度～平成54年度

総事業費
（億円） 約207 残事業費（億円） 約173

実施箇所 新潟県新潟市、阿賀野市、五泉市

該当基準 再評価実施後一定期間（３年間）が経過している事業

事業諸元 築堤、堤防拡幅、河道掘削、横断工作物の改築等（渡場床固改築）、水衝部対策、浸透対策、耐震対策、内水対策

事業名
（箇所名） 阿賀野川直轄河川改修事業

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体 北陸地方整備局担当課長名 大西　亘

＜再評価＞
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事業名
（箇所名） 阿賀川直轄河川改修事業

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体 北陸地方整備局担当課長名 大西　亘

実施箇所 福島県会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村

該当基準 再評価実施後一定期間（３年間）が経過している事業

事業諸元 下流狭窄部改修、堤防拡幅、防災ステーション整備、横断工作物の改築（湯川洗堰改築）、河道掘削、浸透対策･水衝部対策

事業期間 平成25年度～平成54年度

総事業費
（億円） 約135 残事業費（億円） 約95

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・河道の断面積が不足している下流狭窄部区間、堤防の高さ・断面が不足している区間があり、大規模な洪水が発生した場合、甚大な被害の発
生が想定される。
・昭和22年、33年、53年、57年などに大きな洪水が発生し甚大な被害に見舞われた。
・平成14年に既往最大流量を記録する洪水が発生し、内水氾濫による浸水被害や漏水被害が発生した。

＜達成すべき目標＞
・洪水による災害発生の防止及び軽減に関する目標は、過去の水害の発生状況、市街地の状況、これまでの堤防の整備状況等を総合的に勘案
し、阿賀野川水系河川整備基本方針で定めた目標に向けて、上下流の治水安全度のバランスを確保しつつ段階的かつ着実に整備を進め、洪水
に対する安全性の向上を図る。
・阿賀川では、戦後最大相当規模の洪水を安全に流下させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠※

年平均浸水軽減戸数：514戸
年平均浸水軽減面積：236ha

事業全体
の投資効
率性※

基準年度 平成２４年度

B:総便益
(億円) 785 23.8

残事業の
投資効率
性※

B:総便益
(億円) 785 C :総費用(億円) 97 B/C 8.1

C :総費用(億円) 97 B/C 8.1 B-C 688

7.4 8.9
残工期（+10%～-10%） 8.0

EIRR
（％）

事業の進
捗状況

・本川及び合流する支川の対策として、下流狭窄部の河道掘削、築堤、堤防拡幅、浸透対策、捷水路（ショートカット）等を実施してきた。
・下流狭窄部改修として長井地区で河道掘削を実施、山科地区，赤沢地区では堤防拡幅及び青津地区では浸透対策を実施している。
・支川湯川では洗堰の改築が完了し、上流区間の河道掘削及びサイホンの撤去を実施した。
・平成26年度末時点の計画断面堤防の整備率は84％。

8.2 8.0 8.2
資産（-10%～+10%） 7.1 8.7 7.1 8.7

感度分析
※

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 7.4 8.9

　　　当面の段階的な整備（H25～H32）:B/C =5.0

事業の効
果等

・下流狭窄部改修および堤防整備等により戦後最大相当規模の洪水を安全に流下させることで床下浸水7,318戸、床上浸水2,308戸、浸水面積
54km 2を解消する。

社会経済
情勢等の
変化

・浸水想定区域内にかかる市町村の人口は減少傾向、世帯数は横ばい傾向である。
・阿賀川流域は、会津若松市を核に経済活動が活発で、高速道路、鉄道等の基幹インフラが整備され、さらに地域高規格道路会津縦貫北道路が
平成27年9月に供用開始し、会津縦貫南道路も計画されている。
・会津地域は、豊かな自然環境や歴史と伝統を有する全国有数の観光地としても知られている。
・古来から伝統ある漆器、焼き物産業や酒造業などの地場産業が発達してきている。
・近年は電子精密機器・医療機器の最先端技術産業が伸びてきており、従来の地場産業の育成と次世代の先端企業を総合的に推進するなど、
都市や産業、観光資源などを有機的に結び、圏域全体として、発展している地域である。

事業の進
捗の見込
み

・阿賀川の直轄管理区間において、これまで河道断面不足の解消に向けて下流狭窄区間等の河道掘削や堤防拡幅等により整備進捗を図ってき
ているが、未だ治水上対応しなければならない箇所がある。
・治水事業の推進に対する地元からの強い要望もあることから、今後も引き続き計画的に事業の進捗を図ることとしている。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・新技術を活用するなど、工事におけるコスト縮減や環境負荷低減を図っていく。
・設計から工事に係る各段階において、コスト縮減につながる代替案の可能性の視点にたって事業を進めていく。

対応方針 継続

対応方針
理由

・阿賀川の河川改修は整備途上であり、近年では平成１４年７月の台風６号により浸水被害が発生しており、安全・安心な川づくりについて、地域
から早期完成が求められている。
・阿賀川の想定氾濫区域内には、約13万人（福島県）の人口が集まり、しかも資産の集中する会津若松市の市街地や磐越自動車道、国道49号
等が含まれており、ひとたび氾濫すれば甚大な被害に及ぶ。これら人命、資産を洪水被害から防御する阿賀川直轄河川改修事業は会津地域発
展の基盤となる根幹的社会資本整備事業である。
・事業を実施することにより、洪水はん濫に対する安全度の向上が期待でき、事業の費用対効果も十分に見込める。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
北陸地方整備局の再評価及び対応方針（原案）は妥当。
＜都道府県の意見・反映内容＞
国の対応方針（原案）については、異議有りません。なお、平成23年新潟福島豪雨等、近年の浸水被害の発生を踏まえ、早期の事業効果の発現
に努めて下さい。

※費用対効果分析に係る項目はH24評価時点

＜再評価＞
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※費用対効果分析に係る項目はH24評価時点

事業の進
捗状況

・昭和12年より国の直轄事業として改修事業に着手し、急流河川対策等を実施。
・平成26年度末時点の計画断面堤防の整備率は約78％。

対応方針
理由

・黒部川の想定氾濫区域内人口は約5.6万人におよび、氾濫区域内には黒部市、入善町の市街地などが含まれている。
・当該地域は、北陸新幹線の開業により、今後も発展が期待される。
・これら人命、財産を洪水被害から防御する黒部川直轄河川改修事業は流域のみならず、富山県の基盤となる根幹的社会資本整備事業であり、
地域から早期完成が求められている。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
北陸地方整備局の再評価及び対応方針（原案）は妥当。
＜都道府県の意見・反映内容＞
事業継続に同意する。なお、今後ともコスト縮減に努め、早期の事業効果発現に格段の配慮を願いたい。

事業の進
捗の見込
み

・黒部川では現在、急流河川特有の洪水流の強大なエネルギーに対する堤防の安全性を確保するため、緊急性の高い箇所から急流河川対策を
実施している。
・治水事業の推進に対する地元からの強い要望もあり、今後も引き続き計画的に事業を推進し、進捗を図ることとしている。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・新技術を活用することで工事におけるコスト縮減や環境負荷低減を図っていく。
・設計から工事に係る各段階において、コスト縮減につながる代替案の可能性の視点にたって事業を進めていく。

対応方針 継続

　　　当面の段階的な整備（H25～H30）:B/C =76.2

事業の効
果等

・急流河川対策として急流河川特有の洪水時のエネルギーに対する堤防の安全性の確保および河道掘削、堤防整備により計画規模の洪水（愛
本地点：5,700m 3/s）を安全に流下させることで床下浸水世帯5115戸、床上浸水世帯515戸、浸水面積約16km 2を解消する。

社会経済
情勢等の
変化

・浸水想定区域内における市町の人口は減少傾向、世帯数は横ばいの状況である。
・黒部川流域は、黒部川の豊かな地下水を背景としたファスナー、アルミ製品などの製造工業、酒、飲料水などの食品工業が盛んな地域であり、
上流部は宇奈月温泉や黒部峡谷鉄道のトロッコ電車など、全国的にも有名な観光地として知られている。
・黒部川流域は国道8号、北陸自動車道など基幹インフラも多数存在し、平成27年3月の北陸新幹線の開業、国道8号バイパスの全線開通によ
り、これら産業や観光資源と有機的に結びつき、更なる発展が期待できる地域である。

感度分析
※

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 26.3 31.4 28.2 32.5
残工期（+10%～-10%） 30.0 27.2 29.0
資産（-10%～+10%） 25.9 31.4 27.3 33.2

31.5

B/C

C :総費用(億円) 67 B/C 30.2 B-C 1,950

28.6
残事業の
投資効率
性※

B:総便益
(億円) 1,528 C :総費用(億円) 53

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・黒部川の河床勾配は山地部で約1/5～1/80、扇状地で約1/80～1/120と我が国屈指の急流河川である。そのため、黒部川が氾濫した場合は、
拡散型の氾濫形態となり、黒部市・入善町をはじめ、広範囲に甚大な被害が及ぶ。
・昭和27年7月、昭和44年8月に大きな洪水が発生し、流域内は甚大な被害に見舞われた。最近では、平成7年7月に大きな洪水が発生し、河岸侵
食や上流部での土砂災害などの被害が多く発生した。

＜達成すべき目標＞
・黒部川の洪水氾濫から沿川地域を防御するため、河道掘削や堤防のかさ上げ、腹付けにより河道整備の目標である流量5,200m 3/sを流下させ
る。
・「急流河川」特有の洪水時の巨大なエネルギーにより発生する局所洗掘や侵食等に対して、根継護岸工や縦工等の洗掘・侵食対策を実施し、
洗掘・侵食に対する堤防の安全性の確保に努める。
・堤防の堤体や基盤の浸透に対して、堤防の厚さを増すとともに、浸透対策を実施し、堤防の堤体や基盤の浸透に対する安全性を確保する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠※

年平均浸水軽減戸数：672戸
年平均浸水軽減面積：272ha

事業全体
の投資効
率性※

基準年度 平成２４年度

B:総便益
(億円) 2,017 EIRR

（％） 166

事業期間 平成21年度～平成50年度

総事業費
（億円） 約89 残事業費（億円） 約64

実施箇所 富山県富山市、黒部市、立山町、入善町、朝日町

該当基準 再評価実施後一定期間（３年間）が経過している事業

事業諸元 急流河川対策、堤防整備（流下能力確保）、堤防強化対策（浸透）、河道掘削

事業名
（箇所名） 黒部川直轄河川改修事業

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体 北陸地方整備局担当課長名 大西　亘

＜再評価＞





～ ～
～ ～
～ ～

事業名
（箇所名） 常願寺川直轄河川改修事業

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体 北陸地方整備局担当課長名 大西　亘

実施箇所 富山県富山市、立山町

該当基準 再評価実施後一定期間（３年間）が経過している事業

事業諸元 急流河川対策、河口部河道掘削、堤防整備、堤防の質的整備

事業期間 平成21年度～平成50年度

総事業費
（億円） 約124 残事業費（億円） 約84

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・常願寺川は急流河川であり洪水流のエネルギーが非常に大きく、中小洪水でも堤防が侵食され破堤する危険があること、氾濫区域には富山県
の中心都市である富山市などを抱えることなどから、氾濫した場合の被害は甚大である。今後とも洪水に対する安全度の向上を図るため、想定さ
れる氾濫形態や背後地の資産・土地利用を総合的に勘案して、不断に治水対策を進める必要がある。
・昭和44年8月洪水では、常願寺川の激しい流れにより、富山地方鉄道立山線の上滝鉄橋が破損し不通になり、土石流を含む激しい洪水流によ
り堤防が破堤した。近年においては平成10年8月3日,7日,12日と続けて平均年最大流量を超える洪水が発生し、護岸・根固の流失、河岸侵食等5
箇所（最大被災延長240m 、最大侵食幅40m ）が発生するなど、依然として危険な状態であった。

＜達成すべき目標＞
・今後30年間で、急流河川特有の洪水時のエネルギーに対する堤防の安全性を確保するとともに、計画規模の洪水（瓶岩地点：4,600m 3/s）が越
流したり、浸透により堤防が決壊したりしないよう河道整備に努める。さらに、河川の増水や堤防が決壊した場合の氾濫域の拡大が急激であるこ
とを踏まえて、ハード・ソフト両面での水防管理体制の強化・充実を推進し、被害を最小化する「減災」を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠※

年平均浸水軽減戸数：272戸
年平均浸水軽減面積：32ha

事業全体
の投資効
率性※

基準年度 平成２４年度

B:総便益
(億円) 1,136 EIRR

（％） 35.7

残事業の
投資効率
性※

B:総便益
(億円) 1,012 C :総費用(億円) 74 B/C

C :総費用(億円) 94 B/C 12.1 B-C 1,042

13.8

11.9
資産（-10%～+10%） 12.4 15.1 10.9 13.2

12.2

　　　当面の段階的な整備（H25～H28）:B/C =14.1

事業の効
果等

・急流河川特有の洪水時のエネルギーに対する堤防の安全性の確保、河道掘削及び堤防整備により計画規模の洪水（瓶岩地点：4,600m 3/s）を
安全に流下させることで床上浸水3,171戸、床下浸水9,911戸、浸水範囲21km 2を解消する。

社会経済
情勢等の
変化

・富山市における人口は横ばい、世帯数は増加傾向にある。
・富山市では、コンパクトシティ政策の一環として「まちなか居住・公共交通沿線居住推進事業」（中心市街地及び公共交通機関沿線の活性化）に
取り組んでいるほか、平成27年春に北陸新幹線が開業し、駅周辺地域のさらなる発展が期待される。
・水文観測データやＣＣＴＶカメラの映像等が見られる防災サイトの公開や、国・県・ケーブルテレビ局で連携した防災専門チャンネルの開設など、
減災を目的としたソフト対策に取り組んでいる。

感度分析
※

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 12.6 15.1 11.3 13.0
残工期（+10%～-10%） 14.0 13.5

※費用対効果分析に係る項目はH24評価時点

事業の進
捗状況

・河岸の洗掘、侵食に対する安全度が低い朝日地区において、平成24年から急流河川対策（根継ぎ護岸工）を実施している。
・平成27年度末見込みの計画断面堤防の整備率は約72％

対応方針
理由

・常願寺川の想定氾濫区域内の人口は約27万人におよび、しかも富山市の中心市街地が含まれ、これら人命、資産を洪水被害から防御する常
願寺川水系直轄河川改修事業は、富山県中心部の地域発展の基盤となる根幹的社会資本整備事業である。
・安全・安心な川づくりについて、地域から早期完成が求められている。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
北陸地方整備局の再評価及び対応方針（原案）は妥当。
＜都道府県の意見・反映内容＞
事業継続に同意する。なお、今後ともコスト縮減に努め、早期の事業効果発現に格段の配慮を願いたい。

事業の進
捗の見込
み

・常願寺川については、急流河川特有の流水の強大なエネルギーに対する堤防の安全確保のため、想定される洗掘深に対し、護岸の根入れが
不十分な箇所や高水敷が狭く堤防全面の側方侵食に対して十分な幅が無い地点など、緊急性の高い地点から急流河川対策を実施してきてい
る。
・急流河川対策は巨石付き盛土砂州を用いた河岸防護工等の調査、研究にも努める。
・昭和44年11月に富山市、立山町、上市町、舟橋村と当該関係市町議会の関係者及び地元関係者によって構成する「常願寺川治水同盟会（現
神通川水系・常願寺川直轄河川改修促進期成同盟会）」が組織され、常願寺川の早期改修を望む要望が多く、事業の実施にあたり、大きな支障
がなく、着実な進捗が見込まれる。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・新技術を活用することで工事におけるコスト縮減や環境負荷低減を図っていく。
・設計から工事に係る各段階において、コスト縮減につながる代替案の可能性の視点にたって事業を進めていく。

対応方針 継続

＜再評価＞
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